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要　旨
　本論文では、水害に対して乳幼児の命を守るための行動と知識について体系的
に理解を深め、さらに防災教育の効果を高める方法について検討することを目的
とした。学校における防災教育は、カリキュラム・マネジメントの確立や主体的・
対話的で深い学びの視点から授業改善が進められ、系統的・体系的で実践的な安
全教育を実施するよう進められている。これに基づいて、保育現場においてもそ
の実情に応じて地域や関係機関と連携し、効果的な防災教育の取組を推進してい
くことが重要であった。中でも、保育の内容である５領域（健康・人間関係・環境・
言葉・表現）や「幼児期の終わりまでに育ってほしい10の姿」と関連させた河川
教育の実践は、地域との交流を図るなど、多種多様な活動が提供可能であり、導
入教材として優れていることが示唆された。
キーワード 河川教育、防災教育、５領域、健康、人間関係、環境、言葉、表現
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　我々の身近に存在している河川は、さまざまな恵みを与えてくれる、なくてはならない自
然そのものである。しかし、時には大雨により大規模な洪水を発生させ、日常生活や社会経
済活動に大きな影響を与えることがある。次世代を担う子どもたちへ「自然災害から自らの
命を守る」ための知恵をはぐくむ防災教育を進めるにあたって、川に関わる多様な事象を学
習素材とすることで学習効果がより高まるものと考えられる。
　既に、国土交通省や公益財団法人河川財団による学習教材を用いた教育実践が小・中学校
で行われており、生活や理科、社会等の各教科と連携され、体験型の授業事例もいくつか紹
介されている。2019年６月には全国河川教育実践事例発表会が開かれ、様々な事例が発表
された。しかしながら、いまだに乳幼児とその家庭・地域・職員を対象とした河川教育を用
いた実践事例は公開されていない現状もある。
　水害から命を守るためには、一人ひとりが水害時において自ら判断し適切な避難行動をと
る能力を養う必要があり、水害そのものと水害に対する避難の「知識」や「心がまえ」を持
つことが不可欠である。水害に対する知識と心がまえを備え、災害時に適切な避難行動をと
ることができる子どもを育成するための防災教育としては、家庭、学校、社会の３つの場が
あるが、学校において防災教育を進める前に、就学前教育として保育現場の子どもから家庭、
さらには地域へと防災知識等が浸透するような実践が期待されている１）。しかしながら、全
国の保育現場や学校では水害に対する防災教育が十分に実施されているとはいえない状況に
あり、その一因として防災教育を実施する時間と機会が限られてしまうことが挙げられる。
　本論文では、主に保育現場で実施されている活動の時間や避難訓練時の時間に着目し、水
害と関連づけ、命を守るために必要となる行動と知識について体系的に理解するとともに、
防災教育の効果を高める方法について検討することを目的とした。
水害に関する避難訓練と指導する事項
１．「水害から命を守る」ための、「避難訓練」と各教科等の学習との関連イメージ
　避難訓練時において、水害から命を守るための知識や心がまえを学習し、遊びや学びで得
た知識をふまえて実際に行動し、避難行動を学ぶ機会とすることが重要である。このような
実践的な防災教育を展開することにより、水害時に各種情報から危険性を判断して、主体的
に自らの命を守る行動の第一歩となる。さらには、地域の水害リスクを知ることにより、よ
り実感を伴った避難訓練の実施や避難行動の学習も期待できる（図１）。図１は避難訓練と
各教科等の学習との関連イメージである。小学校における教科教育内で避難訓練の力を養う
ためには、生活・理科・社会・道徳・体育などの教科が想定される。各教科によって教授す
る内容を避難訓練と関連させ、学びを深め、実際に行動して避難訓練を行うことにより大き
な効果が期待できる。
２．水害に関する避難訓練のパターン例と避難訓練時に伝える事項の例
　地震や火災等に比べ、保育現場では水害に関する避難訓練実施の事例は限られているが、
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水害は全国どこにでも起こりうる災害である。「地震発生時の避難」と「水害発生時の避難」
は同じ「避難」という言葉が使われているが、大きく異なる意味を持つ。地震は災害発生後
に避難を行う突発型の災害であることに対し、水害は降雨から危険な状況になるまで猶予時
間（リードタイム）がある進行性の災害であり、事前に避難することが重要である。避難を
開始する時間が早いほど、避難に関する選択肢が多くなり、より安全な選択肢をとることが
可能となる。
　また、より実感を伴う避難訓練を行うためには、浸水想定区域図やハザードマップを基に
園舎内敷地の水害リスクを把握し、その水害リスクに応じた避難を想定することが必要であ
る。気象情報や各自治体の避難に関する情報に留意し、早期の対応を検討することが大切で
ある。
　保育現場において、立地条件や過去の災害状況等を踏まえてどのような避難訓練を行うこ
とが必要かを検討するためのフローについて、学校における避難訓練パターンの設定をもと
に、図２にまとめられている。さらに、保育現場における水害リスクとして３パターンに分
類し、それぞれの避難訓練のパターンを想定したものを以下に示した。
図１ 避難訓練と各教科等の学習との関連イメージ（学校関係者向け　水災害か
らの避難訓練ガイドブック：国土交通省　水管理・国土保全局　防災課・
河川環境課　p.４）
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（１）　浸水想定区域図やハザードマップを基に園舎敷地の水害リスクを把握
【水害リスク①】浸水の目安が３ｍ以上（２階浸水）または家屋倒壊等氾濫想定区域
早期の立ち退き避難が必要な区域に園舎が立地している
・浸水深（浸水した場合に想定され水深）が深く、園舎の２階以上が浸水する恐れのある
区域
・浸水により家屋の倒壊が想定される区域
【水害リスク②】浸水の目安が0.5 ～３ｍ未満（１階床上浸水）または0.5ｍ未満（１階床下
浸水）
早朝の立ち退き避難が必要な区域ではないが、浸水想定区域に園舎が立地している
【水害リスク③】
浸水想定区域に園舎は立地していない
（２）　園舎敷地の水害リスクに応じて避難訓練のパターンを想定
Ａ．近くの川の氾濫を想定した避難訓練
【水平避難（高台避難）】
・水害リスクに際して、浸水想定区域にある場所から近隣の高台に避難する
【垂直避難】
・水害リスク②や水害リスク①であるが避難前に浸水が生じてしまったケースを想定し
て、園舎の屋上や上層階へ避難する。
【園舎内待機】
・水害リスク③において、浸水想定区域に園舎は立地していないが、付近に浸水想定区域
が存在する場合は、避難することなく園で待機する。
Ｂ．大型の台風（大雨）の接近に備えた避難訓練
【集団で降園または引き渡し】
・台風（大雨）の接近に備え、水害リスク①・②・③の事前対応として、雨が降る前に集
団で降園または保護者への引き渡しにて帰宅する。
　また、図２をもとにパターン別の避難訓練実施例を表１にまとめた。
　このような避難訓練時に活用するための教材は、国土交通省の「水害に関するワンポイン
ト」というホームページで紹介されており、数多くの教材を活用することができる。その中
で、保育現場で活用可能な教材を以下にまとめた。
【共通事項】
①川はあふれる：普段は恵の多い川だが、大雨等で氾濫することがある
②あふれると水につかる：あふれると土地の低い所は水浸しになる
③あふれるまえににげる（水がこないところへ）：「自分は大丈夫」と思わず、安全なとこ
ろへ逃げる
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水平避難（高台避難）
浸水想定区域にある場所から近隣の高台へ避難を行う
（園舎敷地の水害リスク①に対して、浸水想定区域にある場所から近隣の高台に避難する）
◆ねらい
　水害に関する情報を得た場合（「避難勧告等」の発令及び園独自の判断）の避難の仕方を身につける
◆想定
　地域の川が氾濫する恐れがあり、市から「避難準備・高齢者等避難開始」が発令されたため、水平避
難（高台避難）を行う
◆その他
・園舎敷地外の活動に伴い、事前に関係部署等へ連絡と確認を行う
・訓練時には、天候にかかわらず雨具を使用するため、事前に準備する
◆訓練項目
・非常サイレンと緊急放送を行う
・避難の準備をし、外へ出る
・集合と整列を行う
・避難場所（近くの高台）へ避難する
・避難場所に集合し人数を確認する
・振り返りを行う
垂直避難
園舎の屋上や上層階等への避難を行う
（園舎敷地の水害リスク②または水害リスク①であるが避難前に浸水が生じてしまったケースを想定して、
園舎の屋上や上層階へ避難する）
◆ねらい
　水害による被害が予想され、人的被害が発生する可能性が高まった場合の避難の仕方を身につける
◆想定
　大雨による氾濫の恐れがあり、避難場所への徒歩での移動は危険な状況のため、園舎３階に緊急避難
を行う
◆その他
・水害リスクが高い場所は事前に避難をすることが望ましいが、避難前に浸水が生じてしまった場合や、
外出することでかえって命に危険が及ぶような場合を想定し、園舎の屋上や上層階への垂直避難を行
うことを強調して伝える
◆訓練項目
・非常サイレンと緊急放送を行う
・避難の準備をし、避難行動を開始（園舎の３階へ避難）する
・避難教室に集合し整列する
・体育館やホールへ移動し先生のお話を聞く
・振り返りを行う
園舎内待機
園舎内に待機する
（園舎敷地の水害リスク③において、浸水想定区域に園舎は立地していないが、付近に浸水想定区域が存在
する場合は、避難することなく園で待機する）
◆ねらい
　自宅・園周辺の危険個所を踏まえ、園舎内に待機することで水害を回避する能力を育成する
◆想定
　大雨により地域の川が氾濫する恐れがあり、園付近に浸水想定区域が存在することから、避難するこ
となく園で待機する
◆その他
・待機が長時間に及ぶ場合を想定して、食料の確保や宿泊の対応なども考えておく
◆訓練項目
・職員の情報共有
・子どもへの伝達
・園舎内待機（子どもへの食料配布や寝床作り等の役割分担を確認する）
・振り返りを行う
表１ パターン別の避難訓練実施例（学校関係者向け　水災害からの避難訓練ガイドブック：国土
交通省　水管理・国土保全局　防災課・河川環境課　p.８）
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【避難訓練のパターンに応じて指導する事項】
◆水平避難において指導すること
①どこににげるかしっておく：避難場所・ルートを家族で確認する
②にげるときのちゅうい：浸水の深さがひざ上になると歩行は危険なので近くの高台へ避
難する
◆垂直避難において指導すること
①上ににげる（あふれたらすぐに上へ）：園や自宅、近所のビルなど堅牢な建物の２階以
上に避難する
②水につかったら（氾濫で孤立したら）：助けが来るまで待つ
　このように、2011年３月11日の東日本大震災と津波災害発生以降、国においては地球温
暖化による気候変動からなる大規模な豪雨災害の発生頻度が高まるとして、特に国土交通省
における取り組みが進められている。計画規模を上回る自然災害では、ソフト対策を重点に
「命を守る」「社会経済に対して壊滅的な被害を回避」を目標としている。また、防災教育や
防災知識の普及に向けた取り組みについて、近年の全国各地で発生している大雨の洪水災害
を踏まえたさらなる強化を進めている（社会経済の壊滅的な被害の回避に向けた取組方針：
国土交通省　最大規模の洪水等に対応した防災・減災対策検討会　2017年８月）。
　また、2017年３月31日に公示された学習指導要領においては、体験活動の充実とともに
自然災害に関する防災教育の充実が盛り込まれている。学校における防災教育は、防犯を含
む生活安全や交通安全等とともに、安全教育の一環として行われるものであり、安全教育の
目標は「日常生活全般における安全確保のために必要な事項を実践的に理解し、自他の生命
集団降園・引き渡し
台風の接近（大雨）に備え、雨が降る前に帰宅する
（台風・大雨の接近に備え、園舎敷地の水害リスク①・②・③の事前対応として、雨が降る前に集団降園ま
たは引き渡しにて帰宅する）
◆ねらい
　台風の接近や大雨が予想されるときに、安全に集団降園するとともに、帰宅ルートの危険個所を知り、
回避する能力を育成する
◆想定
　大型台風が接近し、午後から大雨と暴風が予測されるため、午前で保育を打ち切り、給食終了後に集
団で降園する
◆その他
・職員は、事前に分担の帰宅ルートや緊急時解散場所及び危険箇所を確認する
・職員は、訓練の際に携帯電話を持ち、緊急時の連絡に備える
◆訓練項目
・職員打ち合わせをする
・保護者へ連絡する
・子どもへの連絡を行う
・集団降園に関する子どもへの指導
①体育館やホールなどに集める
②同じ方面に帰る子どもを集める（近隣小学校の下校班や子供会などのグループを活用する場合も）
③人数等を確認する
・降園開始・緊急時解散場所へ引率する
・翌日以降、訓練を振り返る
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尊重を基盤として、生涯を通じて安全な生活を送る基礎を培うとともに、進んで安全で安心
な社会づくりに参加し貢献できるような資質や能力を育てること」にある。
　東日本大震災における学校等での経験を教訓とし、学校における防災教育・防災管理等を
見直すために設置された「東日本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関する有識者会議」
において、①自然災害等の危険に際して自らの命を守り抜くため「主体的に行動する態度」
の育成、②支援者となる視点から「安全で安心な社会づくりに貢献する意識」を高めること
の重要性等、今後の防災教育の方向性が示され、学校防災のための参考資料「「生きる力」
を育む防災教育の展開」においては、防災教育のねらいや目標が整理された。
　これらを踏まえ、東日本大震災以降、防災教育の重要性に関する認識が高まり、学校にお
ける先進的な取り組みが推進されてきたが、防災教育に関する意識や取り組みは、地域や学
校、教職員による差もあり、取り組みが十分とは言えない地域や学校も見られる。このため、
全ての学校において、児童生徒の実態を踏まえ、地域の実情に応じた防災教育をより一層進
めていくことが重要である。
　そもそも、学校における安全教育は、主に学習指導要領に基づき、学校の教育活動全体を
通じて実施され、学校における安全管理は、主に学校保健安全法に基づいて実施されている。
また、学校安全の推進に関する施策の方向性と具体的な方策は、５年ごとに学校安全の推進
に関する計画に定められており、これらを踏まえて学校では学校安全計画を策定し、年間を
通じて計画的に学校安全の取り組みを進めている。
　学習指導要領の「総則」では、「安全に関する指導及び心身の健康の保持増進に関する指
導については、体育科、家庭科及び特別活動の時間はもとより、各教科、道徳科、外国語活
動及び総合的な学習の時間などにおいてもそれぞれの特質に応じて適切に行うよう努めるこ
と。また、それらの指導を通して、家庭や地域社会との連携を図りながら、日常生活におい
て適切な基礎が培われるよう配慮すること」とされるとともに、「教育課程の編成及び実施
に当たっては、…学校安全計画…など、各分野における学校の全体計画等を関連付けながら、
効果的な指導が行われるように留意するものとする」とされている。
　また、2017年３月24日に閣議決定された「第２次学校安全の推進に関する計画」において、
安全教育は次のように盛り込まれている。
〈安全に関する教育の充実方策〉
　児童生徒等が安全に関して主体的に行動する態度を身に付けるためには、学校における安
全教育の質・量の両面での充実が不可欠である。このため、全ての学校において、学校安全
計画に安全教育の目標を位置付け、これに基づいて、カリキュラム・マネジメントの確立と
主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）の視点からの授業改善により、系統
的・体系的で実践的な安全教育を実施する。
　以上を踏まえ、学校における防災教育は、各教科等における防災教育に関する指導内容を
整理し、発達の段階を踏まえて学年間・学校間の繋がりにも配慮しながら「学校安全計画」
に位置付け、学校教育活動全体を通じて計画的・組織的に行うことが求められている。
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　また、学校保健安全法第30条において、学校は地域の実情に応じて地域や関係機関との連
携を図るよう努めることとされており、「第２次学校安全の推進に関する計画」においても、児
童生徒等の安全に関する課題には学校だけでは対応が困難なものも多くあることから、「学校
及び学校設置者は、地域の自然条件等に関して専門的知識を有し、活動を行っている関係機関・
団体や民間事業者と連携して、効果的な取組を進めていくことが必要である」とされている。
このことから、学校における防災教育に基づいて、保育現場においてもその実情に応じて地域
や関係機関と連携した効果的な防災教育の取組を一層推進していくことが重要である。
保育現場における河川教育の活用と５領域（健康・人間関係・環境・言葉・表現）
　人間をはじめ地球上のあらゆる生物や自然環境は、「水」と深く関わっている。そして、
日常生活や社会・経済活動にとって不可欠であり、多くの恵みを与えてくれる「水」の多く
は、「川」を源としている。豊かで多用な自然環境を有する「川」には、防災や水利用、歴
史文化など、さまざまな学習素材が内在しており、これを学習活動に利活用することで、次
世代を担う子どもたちに必要とされる感性を育み、理性を培うことに繋がる。また、「川」は、
大雨による洪水の発生が甚大な災害を起こす存在でもある。
　2017年３月に公示された学習指導要領の小学校第４学年「理科」の中に、「雨水の行方と
地面の様子」の内容が新規に加わり、降った雨が高いところから低いところに集まって流れ
ることを学び、その雨水が川へ流れ込むことを通して、「川」のイメージをつかむことがで
きる。また、川の流域に降る雨の量が大きくなると洪水などの自然災害につながり、人々に
災いを与えることの理解にも繋がる。
　同様に、小学校４学年「社会」では、「自然災害から人々を守る活動」が新規に加わり、
災害が発生したときに自分自身の安全を守るための行動の仕方を考えたり、自分たちにでき
る自然災害の備えを選択・判断したりできるような内容も示されており、「自助」「共助」の
大切さを認識することに繋がる。このように、学習指導要領では「社会」や「理科」等の教
科学習の中で、水や川に関する自然環境や自然災害についての学習内容の充実が新たに加え
られている。
　「水」と「川」に関わる「恵み」と「災い」の様々な事物・事象は、学校教育の中だけで
なく、就学前教育として、また地域と連携した活動などを通じて子どもたちが感性を育む体
験活動のフィールドとして利活用し、理性を培う様々な学習テーマとなる。これは、川や水
辺のさまざまな遊びや体験活動、例えば、
・植物の葉などの水滴（凝集力・表面張力）
・水の流れから感じる力（圧力・水の力）
・水の流れの速さ（川の形状により流速が変化）
・水に浮く（浮力）
・水面の波の広がり（波の伝搬）
・水に濡れることでの冷たさ（気化熱・熱伝導）
̶ 43 ̶
淑徳大学短期大学部研究紀要第60号（2019. 10）
12
　などの体験活動を通じて、さまざまな感覚から好奇心や気づき、そして調べて学ぶことで
新たな発見と知識を高め・深めることに繋がる。また、川や水辺の生き物とそれらの環境を
調べる活動から、生物の種類や場所による違いを比較したり、生き物固有の生活の仕方を見
出したり、自然に対する畏敬の念をとらえることに繋がる。
　身近な自然の一部でもある川や水辺をフィールドとした学習や多様な活動の中で、子ども
にとって高められる感性から始まり理性にいたるまで、段階的に培い、獲得する力と５領域
との関連性としては次のようなことが考えられる。
・水の冷たさや美しさなどの感性（表現）
・流れる水の力を実感しながら水の力に関する感性（環境）
・生物の多様な生きざまに関する知識（健康・環境）
・他者への視点（人間関係）
・他者への配慮（人間関係・言葉）
・集団で協力する（人間関係・言葉）
・自分の意思を決定するという主体性（人間関係・言葉）
・注意事項を守り活動に取り組むという安全性（健康・人間関係）
・公共のものを大切にし、集団活動のルールを守るという社会性（人間関係・環境）
・目的や目標を達成しようとする挑戦や向上心（人間関係）
・水に関する知識や技能（健康・環境）
　このように、子どもの成長に応じて培い、獲得していく様々な力について整理すると、水
や水を取り巻く様々なものとの関わりから大きく「水と関わる体験活動を通して得られる感
性」「水中の生物と関わることで得られる力」「人と関わることから得られる力」を挙げるこ
とができる。そこで、「子どもが水教育の中で行うことが想定される活動の中で獲得する感
性」、「生物と関わることから獲得される力」、「人と関わることから獲得される力」に分けて
考え、以下のようにまとめた。
【水と関わる体験活動を通して得られる感性】
①水の冷たさや美しさなど、水に触れる感覚から得られる感性：子どもたちは、身近な自然
の川や水辺に出かけ、水を見たり、水に触れたりする中で様々なことを感じ取る。夏に川
や水辺を訪れた子供たちが、水に触れ水の冷たさや心地よさを感じ、水辺が太陽の光で光
る様子を見て美しさやまぶしさを感じ取る。また、春の水辺から心地よい水の流れる音に
触れる経験も得られる。こうした水の冷たさ、温かさ、美しさ、水辺に吹く風の心地よさ
や厳しさを全身で感じ取り、感性を獲得する。
②水の力に関する感性：子どもたちは水の中や川の流れに入り、体を動かす中で様々なこと
を感じる。夏にプールの水の中を歩くと、なかなか前に進まないことを感じ取る。また、
川などの水の流れの中に入るとさらに歩きにくくなったり、逆に押し流されたりすること
を体験する。子どもは水の流れの力や勢いを実感することで、水には大きな力があること
を知識として獲得するだけでなく、感じ取ることができる。
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【水中の生物と関わることから得られるちから】
　子どもは、川や水辺に出かけることで虫を追いかけたり、草花を見たり、水に入って魚を
追いかけたりする中で、様々な生き物がいること、その生態に関する知識を獲得することが
できる。また、魚や虫を飼育することを通して、他者への視点を獲得することも可能となる。
【人と関わることから得られる力】
　川や水辺をフィールドとして、クラス単位や仲間同士のグループでさまざまな体験活動を
行い、さまざまな力を獲得したり、大人との関わりから新たな技能を知ることに繋がる。共
に活動する仲間に対する気配り、集団で協力するという人間関係の大切さ、注意事項を守り
活動に取り組む安全性、集団活動のルールを守る社会性、目的や目標を達成しようとする向
上心、水に関する知識や技能など、さまざまな力を獲得していくと考えられる。
　小学校等では、2002年度から全面実施した「総合的な学習の時間」を活用し、様々な自
然体験を学習活動として取り入れている。保育現場においても、防災教育や５領域を組み合
わせた保育の展開を考える上で、身近にある川（水路等も含む）や水辺をフィールドした活
動を精力的に進めるべきである。また、保育に関する各指針・要領における、小学校への接
続のための「幼児期の終わりまでに育ってほしい10の姿」とも関連させながら、河川教育
を実践することが可能である。
１．健康な心と身体　→　自然の中で身体を動かす・休息する
２．自立心　→　自分の意思を決定するという主体性
３．協同性　→　集団で協力する
４．道徳性・規範意識の芽生え　→　他者への視点・他者への配慮
５．社会生活との関わり　→　公共のものを大切にし、集団活動のルールを守る
６． 思考力の芽生え　→　自然の中でのさまざまな発見を通して、より楽しもうとする
７． 自然との関わり・生命尊重　→　生物の多様な生きざまに関する知識・自然への畏敬
の念
８． 数量・図形、標識や文字などへの関心・感覚　→　避難場所など、防災に関するシン
ボルを理解する
９． 言葉による伝え合い　→　同一の目的・目標に向けての話し合い
10． 豊かな感性と表現　→　水の冷たさや美しさ、流れる水の力に関する感性
　多様な自然を有する川や水辺をフィールドとする水教育の活動として、多種多様な活動が
ある。また、子どもたちの体力や年齢、現場の状況や気象条件等にも注意深く配慮し、正し
い知識と指導技術を有する指導者の下で行わなければならない。そのため、身近な河川を所
管する河川管理者は、学校関係者や市民団体等と連携し、子どもたちが遊び・学びやすい身
近な川や水辺を「子どもの水辺」として登録し、「水辺の楽校」として整備を行っている。
̶ 45 ̶
淑徳大学短期大学部研究紀要第60号（2019. 10）
14
子どもの水辺は、子どもたちの遊び、学び、体験活動の場としての利用に適した水辺であり、
安全教育の実施や川の構造上等から、子どもたちが安全に遊べる体制になっている。さらに、
この活動をサポートする団体等が存在し、利用促進の体制が整えられている。子どもの水辺
は全国で305箇所（2018年11月26日時点）が登録されており、ホームページでは必要な情
報が発信され、安全な河川利用に向けた啓発資料等の提供や、川遊びのための動画配信や
DVD配布サービス、全国水難事故マップなどの情報公開、さらには河川教育のための学習教
材等の開発・提供・公表や人材育成が行われている２）。このように、河川は人間と自然との
かかわりのすべてを多用かつ端的に、そして具体的に示す場であり、環境教育の場として優
れており、保育者として子どもたちに引き継いでゆくことが責務である。
おわりに
　保育現場において豪雨災害を想定した場合、複数の河川が氾濫し、道路網が寸断され、保
護者が迎えに来られなくなる可能性がある。実際に、2017年７月に福岡県朝倉市付近で起
こった九州北部豪雨では、朝倉市内の４つの保育所で子どもと職員が一夜を明かすこととな
った。豪雨災害に対する安全管理体制の整備は、地震災害と同様、避難行動支援の必要な子
どもを預かる保育現場にとって喫緊の課題である。また2017年に水防法が改正され、保育
所などの避難行動要支援者利用施設は、水害時の避難確保計画の作成と避難訓練の実施が義
務付けられている。浸水エリアに位置する保育現場では、子ども、保護者、職員などの人命
が失われるような深刻な被害が起こる前に、異常気象時の避難や降園についての判断基準を
整理し、さらには休園ルールについても自治体の指導の下、検討されることが望ましい。周
辺の被害状況を知り、避難時の協力を得るためにも日頃から河川教育を活用した地域との交
流を図り、協力関係を構築することが求められているといえよう。
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